
2025/1/29
国際協力機構

情報システム部、国際協力調達部

情報セキュリティ対応の見直しについて
（コンサルタント等契約、その他役務の提供等にかかる契約）

説明会資料



本日の内容

１．改正の背景・経緯

２．サプライチェーン・リスクへの対応

３．受託者の皆様に求める情報セキュリティ対策等

４．適用対象案件

５．契約書雛形改正の主なポイント

６．コンサルタント等契約 関連ガイドライン/様式の変更点

７．その他役務の提供等にかかる契約関連様式の変更点

８．質疑応答
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1-1.今次改正の背景・経緯（１）
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⚫ 近年、サイバー攻撃が急増し、攻撃手法も巧妙化・高度化している。

国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）が運用している大規模サイ
バー攻撃観測網（NICTER）におけるサイバー攻撃関連の通信数の推移

出典
総務省｜令和6年版 情報通信白書｜サイバーセキュリティ上の脅威の増大において、国立研究開
発法人情報通信研究機構「NICTER観測レポート2023」を基に作成されたものを引用

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r06/html/nd21a210.html


1-1.今次改正の背景・経緯（２）
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⚫ 特に、サプライチェーンの弱点を悪用した攻撃が増えている。

出典
情報セキュリティ10大脅威 2024 簡易説明資料 [組織編]（独立行政法人情報処理推進機構（IPA））

https://www.ipa.go.jp/security/10threats/m42obm00000044ba-att/setsumei_2024_soshiki.pdf


1-2.サプライチェーン・リスクについて
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⚫ 調達から販売、業務委託等一連の商流において、セキュリティ対策が甘
い組織が攻撃の足がかりとして攻撃され、情報漏えい等が起きるリスクを、

「サプライチェーン・リスク」と呼ぶ。

引用：情報セキュリティ10大脅威 2024 簡易説明資料 [組織編] (ipa.go.jp)

⚫ 想定されるサプライチェーン・リスクの脅威例

➢ JICAの秘密情報を取扱う受託者又は再受託者が攻撃され、
委託先又は再委託先が取り扱っているJICAの秘密情報が窃取される。

➢ 受託者又は再受託者の従業員による内部不正や人為的ミスにより、JICAの秘密情報が第三者に流出する。

⚫ サプライチェーン・リスクの脅威を増大させる要因となる脆弱性の例

➢ 受託者又は再受託者において、業務に用いる情報システムや機器等のセキュリティ対策が不十分である

➢ 受託者又は再受託者の従業員に対する情報セキュリティに係る管理（含む周知・教育）が不十分である

➢ 受託者が、再受託者の情報管理に対して責任を負うことを意識していない又はその能力を有していない

➢ 受託者若しくは再受託者又はこれらに属する役員若しくは従業員の中に、日本政府との利益相反が生じる可能性がある
外国の政府機関に関連する者が存在する

https://www.ipa.go.jp/security/10threats/m42obm00000044ba-att/setsumei_2024_soshiki.pdf


1-3.サプライチェーンの弱点を悪用した攻撃事例

5

出典
個人情報流出に関するお詫びとお知らせ(アフラック生命保険株式会社) ：個人情報流出に関するお詫びとお知らせ
個人情報漏えいに関するお詫びとご報告(チューリッヒ保険会社) ：個人情報漏えいに関するお詫びとご報告｜チューリッヒ保険会社

出典
不正アクセスによる、情報漏えいに関するお知らせとお詫び(LINEヤフー株式会社)：不正アクセスによる、情報漏えいに関するお知らせとお詫び｜LINEヤフー株式会社

⚫ 事例① 複数の保険会社

◼ 2023年1月 業務委託先から顧客の個人情報の流出があったことを公表

◼ 原因は、業務委託先の適切なセキュリティ対策がされていないサーバーへの不正アクセス

◼ 多いところで約130万人分の情報流出となり、調査や対応に追われた

⚫ 事例② LINEヤフー

◼ 2023年11月、顧客情報が漏えいしたことを公表（ユーザーに関する情報が約30万件、取引先等に関する情報が
約9万件、従業員等に関する情報が約5万件が漏えい）

◼ 原因は、第三者による社内システムへの不正アクセス。 グループ会社であるNAVER Cloud社のさらに委託先の企業
で従業員のPCがウイルス感染したことが発端。

https://www.aflac.co.jp/news_pdf/2023011001.pdf
https://www.zurich.co.jp/customerdata/
https://www.lycorp.co.jp/ja/news/announcements/001002/


1-4.個人情報保護について
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⚫ 個人情報保護法
正式名称「個人情報の保護に関する法律」は、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護する
ことを目的とした個人情報の取扱いに関する法律。個人情報の漏洩や不正利用を防ぐため、個人情報を取り扱
う場合のルールについて定めている。

⚫ JICA等の行政機関に義務付けられていること
保有する個人情報の漏えい等の事態が生じた場合には、速やか（発覚日から3～5日以内）に委員会へ報告
するとともに、本人に対して通知する必要がある。

⚫ 個人情報保護委員会へ報告が必要な場合

➢ 要配慮個人情報（病歴等）が含まれる保有個人情報の漏えい等（又はそのおそれ）

➢ 不正に利用されることにより財産的被害が生じるおそれがある保有個人情報の漏えい等（又はそのおそれ）

➢ 不正の目的をもって行われたおそれがある保有個人情報の漏えい等（又はそのおそれ）

➢ 保有個人情報に係る本人の数が100人を超える漏えい等（又はそのおそれ）

参照先：個人情報保護委員会 個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（行政機関等編）

参照先：個人情報保護委員会 漏えい等の対応とお役立ち資料

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/230401_koutekibumon_guidelines.pdf
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/leakAction/


1-5.個人情報の漏えい件数の増加
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参照先：個人情報保護委員会 年次報告・上半期報告 ｜個人情報保護委員会

2023年度は、
12,120件もの漏えい
事案が発生

https://www.ppc.go.jp/aboutus/report/


2-1.サプライチェーン・リスクへの対応
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⚫ 「業務委託」におけるサプライチェーン・リスクへの対応

◼ 「JICAの情報※を取り扱わせる契約」を対象とし、受託者の皆様に最低限講じていただきたい個人情報取扱い安全管
理措置及び情報セキュリティ対策を契約に含め、同対策の遵守を求める。主な変更点は以下の通り

⚫ ３つの類型

◼ 業務内容や取り扱う情報により、大きく以下3つの類型
を想定。対策は、この類型に応じて異なる。
①要保護情報を取り扱う契約

②厳格な情報保全の必要がある契約

③情報システムに関する内容を含む契約

①～③の類型は各々独
立せず、重なり合う場
合もある点に注意

◼ 契約書及び約款雛形の改正（情報セキュリティ及び個人情報保護に関連した条項について詳しく規定）p.19～

◼ 「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策」の遵守について表明いただく p.10～

◼ その管理体制及び実施体制等の確認のため、「個人情報保護及び情報セキュリティに関する情報」を提出いただく p.16～

◼ 契約がどの類型に当てはまるかは、契約内容に応じJICAにて判断。

※「JICAの情報」=JICAの要保護情報



（参考）要保護情報とは
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参照：
情報公開 ｜ JICAについて – JICA
より、「サイバーセキュリティ対策実施細
則」第7条情報の格付の区分

物品の購入、定期購読、レ
ンタル契約（PC等）などの
契約は、要保護情報を取り
扱わないため、対象外として
いる。

https://www.jica.go.jp/about/disc/index.html


3-1.受託者の皆様に求める情報セキュリティ対策等
～関連する書面（１）～
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（書面１）「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策」

• 受託者に、個人情報の取り扱いについて留意いただくべき安全管理措置、並びに、JICA業務において利用する機器、情報シス
テム及びクラウドサービス等に関して講じていただきたい情報セキュリティ対策を示したもの。その遵守について表明いただく想定。

• 契約内容により、以下2種類のどちらかを入札説明書や募集要項等にてJICAが予め提示する。

◼ 「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策（①要保護情報を取扱う契約用）」

◼ 「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策（②厳格な情報保全が必要な契約用）」

• 書面の内容、及び参照したガイドラインについて（内容の厳しさは①＜②）

項目→ １．個人情報取扱い安全管理措置 ２．情報セキュリティ対策

別添１：
「個人情報取扱い安全管理
措置並びに情報セキュリティ対
策（①要保護情報を取扱う
契約用）」

個人情報保護委員会より公開されている「個人情報
の保護に関する法律についてのガイドライン（通則
編）」10（別添）講ずべき安全管理措置の内容に
おける「中小規模事業者における手法の例示」を参照
の上作成。
（https://www.ppc.go.jp/personalinfo/lega
l/guidelines_tsusoku/#a10）

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）より
公開されている「中小企業の情報セキュリティ対策
ガイドライン」を参照の上作成。
（https://www.ipa.go.jp/security/guide
/sme/about.html）

別添２：
「個人情報取扱い安全管理
措置並びに情報セキュリティ対
策（②厳格な情報保全が必
要な契約用）」

上記に加え、内閣官房内閣サイバーセキュリティセン
ターより公開されている「政府機関等の対策基準策定
のためのガイドライン」
（https://www.nisc.go.jp/pdf/policy/general/guid

er6.pdf#page=160）p.151-156を参照の上、別
添1に追記。

同左

別添２では、別添１の内
容に新たな対策項目等を
追記している。

別添１の内容は、一般的
にIT機器やインターネットを
利用する際に留意すべき、
基本的な安全管理措置
や情報セキュリティ対策。

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/guidelines_tsusoku/#a10
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/guidelines_tsusoku/#a10
https://www.ipa.go.jp/security/guide/sme/about.html
https://www.ipa.go.jp/security/guide/sme/about.html
https://www.nisc.go.jp/pdf/policy/general/guider6.pdf#page=160）p.151-156を参照の上、別添1
https://www.nisc.go.jp/pdf/policy/general/guider6.pdf#page=160）p.151-156を参照の上、別添1
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◼ 「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策（①要保護情報を取扱う契約用）」

3-2.受託者の皆様に求める情報セキュリティ対策等
～関連する書面（１）～
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◼ 「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策（①要保護情報を取扱う契約用）」

3-3.受託者の皆様に求める情報セキュリティ対策等
～関連する書面（１）～
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◼ 「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策（②厳格な情報保全が必要な契約用）」

3-4.受託者の皆様に求める情報セキュリティ対策等
～関連する書面（１）～
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◼ 「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策（②厳格な情報保全が必要な契約用）」

3-5.受託者の皆様に求める情報セキュリティ対策等
～関連する書面（１）～



15

◼ 「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策（②厳格な情報保全が必要な契約用）」

3-6.受託者の皆様に求める情報セキュリティ対策等
～関連する書面（１）～
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（書面２）「個人情報保護及び情報セキュリティに関する情報」

• （書面１）「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策」の管理体制及び実施体制等に関する情報を以下
のシートに沿って記入し、JICAに提出いただくもの。

◼ 「個人情報保護及び情報セキュリティに関する情報」

• 主な内容

１ 個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策に関する管理体制・作業場所

（１）管理体制：「情報セキュリティ責任者」、「個人情報保護管理者」、「品質保証管理者（※「③情報システムに関する内容を含む契約」
のみ記入。）」、及び、個人情報の漏えいを含む情報セキュリティインシデントが発生した場合に窓口となって対応いただく方を記入いただく。

（２）業務作業場所：例として、「国際協力機構の麹町本部」、「受注者の執務室」等、可能な限り具体的に記載いただく。

２ 個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策に関する履行状況の確認（定期的報告）

（１）履行状況の確認方法：JICAと受託者で相談の上、「会議体による報告」、「書面による報告」等を記載いただく。

（２）履行状況の確認頻度：JICAと受託者で相談の上、 「～ヶ月に1回」、「1年に1回」等を記載いただく。望ましい確認頻度は、契約期
間・規模及び取り扱う個人情報の規模や秘匿性によるため、特に決まったものはない。例えば、業務実施状況を報告する会議体があれば、当
該報告時に対策履行状況報告を含めていただくことが想定される。あるいは、契約期間が1年未満の場合は3か月に1回程度、1年以上の場合
は1年に1回程度が適切な確認頻度と考えられる。（3か月未満の契約であれば、業務完了報告時に履行状況の報告も含めていただくことが
想定される。 ）

3-7.受託者の皆様に求める情報セキュリティ対策等
～関連する書面（２）～
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◼ 「個人情報保護及び情報セキュリティに関する情報」

3-8.受託者の皆様に求める情報セキュリティ対策等
～関連する書面（２）～
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◆ JICA本部における公告・公示情報のうち、コンサルタント等契約及び
その他役務の提供等にかかる契約。

◆2025年3月1日以降に公告・公示を行う契約より適用

◆公告・公示を行わない契約（特命随意契約や期分けの継続契約
等）については2025年3月1日以降に契約交渉を行う契約を対象

４. 適用対象案件

2025年2月28日以前に公告・公示を行った案件、2025年3月1日以降に契約変更を行う案件は本件適用対象外。

「その他調達情報（調達部以外）案件公示」及び「各国内拠点（JICA緒方研究所を含む）における公告・公示情報」
は現時点では適用対象外。

https://www.jica.go.jp/about/announce/notice/index.html
https://www.jica.go.jp/announce/notice/dom_other/index.html
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５. 契約書雛形改正の主なポイント

◆改正対象条項は、①個人情報保護、②特定個人情報保護、③情報セキュリティ、④情報
システムに関する業務における情報セキュリテイ、の4つ。このうち②及び④は、該当する案件に
のみ適用されるオプション条項。

✓ コンサルタント等契約においては、①及び③については従来の約款上の文言を変更、②及び④については契約書本体
の第3条（約款の一部変更適用）にオプション条項として新たに追加。

✓ その他役務の提供等にかかる契約においては、①~③については従来の契約書参考雛形上の文言を変更、④につい
てはオプション条項として新たに追加。

◆個人情報保護及び情報セキュリティのいずれについても、受注者側の具体的な対策に関し、
契約締結後速やかに書面にて発注者に提出し、発注者の確認を得る旨を追記。

◆発注者が提供する情報（個人情報を含む）を取り扱う再委託業務がある場合について、
再委託先も受注者と同様の義務を履行する必要があることを追記。
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第●条 受注者は、本契約において、発注者の保有個人情報（「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法
律第57号。以下「個人情報保護法」という。）第60条第1項で定義される保有個人情報を指し、以下「保有個人情
報」という。）を取り扱う場合は、次の各号に定める義務を負うものとする。

（１）当該取扱いに係る個人情報に関する秘密を保持し、利用目的以外に利用しないこと。

（２）本契約締結後速やかに、次の各号に掲げる事項を記載した書面を発注者に提出し、本業務の開始に先
立って発注者の確認を得ること。＊提出→確認というプロセスを規定

イ 当該取扱いに係る個人情報の複製等の制限に関する事項

ロ 当該取扱いに係る個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応に関する事項

ハ 契約終了時における当該取扱いに係る個人情報の消去及び媒体の返却に関する事項 ＊現行では「又は」

ニ 本業務における責任者及び業務従事者等の管理体制及び実施体制に関する事項

ホ 前号及び次号の遵守状況についての定期的報告に関する事項 ＊現行では「発注者の求めがあった場合」

へ イからホまでに定めるもののほか、当該取扱いに係る個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他個人情
報の適正な管理のために発注者が必要と判断した措置に関する事項

（３）前号の書面に記載された事項を遵守すること。 ・・・・・・ 次スライドへつづく

以下、今次改正に伴う変更内容を赤字で記載

書面1及び書面2

（①-1 個人情報保護）
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・・・・・・・・・・

２ 発注者は、必要があると認めるときは、受注者における個人情報の管理体制、実施体制及び個人情報の管理

の状況について、検査により確認する。この検査は、原則として、実地検査の方法で行う。

３ 業務内容の一部を再委託する場合においては、受注者は、再委託先に対し、第1項各号の義務を履行させる。

この場合において、発注者は、再委託する業務に係る保有個人情報の秘匿性等に応じて、受注者を通じて、又は

発注者自らが前項の検査を実施する。 ＊再委託先に同様の義務の履行を求める規定を追加

４ 前項の規定は、再委託先が委託先の子会社である場合又は再委託先が再々委託を行う場合も同様とする。

＊再々委託先に同様の義務の履行を求める規定を追加

５ 受注者は、保有個人情報の漏えい等による被害発生のリスクを低減する観点から、利用目的、業務の内容、

保有個人情報の秘匿性等を考慮し、必要に応じ、特定の個人を識別することができる記載の全部又は一部を削

除し、又は別の記号等に置き換える等の措置を講ずる。 ＊必要に応じて削除・置き換えを行う規定を追加

６ 第1項第1号及び第2項ないし第4項の規定は、本業務が完了した後も引き続き効力を有する。 ＊存続条項を追加

（①-2 個人情報保護）
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第●条の２ 前条第1項ないし第4項の規定は、受注者が本契約において特定個人情報等（「行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成25年法律第27号。

以下「番号法」という。）第2条第5項で定める個人番号及び同条第8項で定める特定個人情報を

指す。以下同じ。）に係る関係事務を実施する場合について準用する。この場合において、同項中

「個人情報」とあるのは「特定個人情報」と読み替えるものとする。

２ 前項の場合において、受注者は、前項に定めるもののほか、業務従事者等が前項に違反したときは、

業務従事者等及び受注者に適用のある番号法が定める罰則が適用され得ることを、業務従事者

等に周知するものとする。

３ 第1項が準用する第●条第1項第1号及び第2項ないし第4項の規定は、本業務が完了した後も

引き続き効力を有する。 ＊存続条項を追加

（② 特定個人情報保護）
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書面1及び書面2

23

第■条 受注者は、本契約において発注者が提供する情報（以下「情報」という。）を取り扱う場合は、次の

各号に定める義務を負うものとする。

（１）当該情報提供の目的以外に情報を利用しない等、提供された情報を適正に取り扱うこと。

（２）本契約締結後速やかに、次に掲げる事項を記載した書面を発注者に提出し、本件業務の開始に先立って

発注者の確認を得ること。当該書面に記載した事項に変更があった場合には、速やかに発注者に書面で報告し、

発注者の確認を得ること。 

イ 情報の適正な取扱いを目的とした情報セキュリティ対策の実施内容

ロ 情報セキュリティ対策を実施・管理するための管理体制

ハ 本業務に係る業務従事者及び作業場所

ニ 情報セキュリティインシデントが発生した場合の具体的な対処方法

ホ 情報セキュリティ対策に係る履行状況の発注者への報告方法及び頻度

へ 情報セキュリティ対策の履行が不十分である場合の対処方法

ト イからへまでに定めるもののほか、情報の適切な取扱いのために必要と発注者が判断した事項

・・・・・・ 次スライドへつづく

（③-1 情報セキュリティ）＊現行では機構の規程を準用のうえ対策を講じることを規定



24

・・・・・・・・・・

（３）情報の受領方法や委託業務終了時の情報の廃棄方法等を含む情報の取扱手順について発注者と
合意すること。

（４）第2号の書面及び前号の取扱手順に基づき情報を取り扱うこと。

２ 発注者は、受注者が取り扱う情報の格付等を勘案のうえ、必要があると認めるときは、受注者の事務所

等における情報セキュリティ監査を実施する。この場合において、受注者による情報の取扱いが前項第4号に

違反する場合には、発注者は、受注者に対し、改善を指示することができる。

３ 業務内容の一部を再委託する場合は、受注者は、再委託先に対し、第1項各号に定める義務を履行さ

せ、かつ第2項に定める情報セキュリティ監査の措置を実施する。この場合において、受注者は、発注者に対し、

第4条に定められている事項に加え、再委託先の情報セキュリティ対策の実施状況を確認するために必要な情

報を提供し、発注者の確認を得る。

（③-2 情報セキュリティ）
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第■条の2 受注者は、契約締結後速やかに、発注者に対し、次の各号に定める事項を記載した書面を提

出し、本業務の開始に先立って発注者の確認を得なければならない。

（１） 受注者企業若しくはその従業員、再委託先企業若しくはその従業員又はその他の者によって、情報

システムに機構の意図せざる変更が加えられないための管理体制

（２） 受注者の資本関係、役員等の情報、本契約業務の実施場所並びに業務責任者の所属、専門性

(情報セキュリティに係る資格（情報処理安全確保支援士等）及び研修実績等)、実績及び国籍

２ 受注者は、前項第1号の管理体制を遵守しなければならない。 

書面2

（④ 情報システムに関する業務における情報セキュリティ）
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６-1．コンサルタント等契約
関連ガイドライン/様式の変更点（その１）

１．主な修正箇所

（1）誓約事項の変更

（2）様式１－１及び１－２の修正

（3）ゼロ号打合簿の添付書類の追加

（4）コンサルタント等契約における現地再委託ガイドラインの修正

（5）コンサルタント業務従事月報への追加
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６-2．コンサルタント等契約
関連ガイドライン/様式の変更点（その２）

２．変更箇所詳細

（１）誓約事項の変更：「コンサルタント等契約におけるプロポーザル作成ガイドライン（以下「プロポーザル作成GL」）の別添
11、及び別添12の該当箇所を以下の通り変更

修正箇所 修正前 修正後

別添資料11
「６．誓約事項」（2）

（2）個人情報及び特定個人情報等の保護
法人として「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律」及び「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン
（事業者編）（平成26年12月11日特定個人情報保護委員会）」に
基づき、個人情報及び特定個人情報等を適切に管理できる体制を整えて
いること。

(2)個人情報等の保護及び情報セキュリティ対策の遵守
契約締結後には、令和5年度版「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群」及びこ

れに準拠する機構内関連規程に基づき機構が定める「個人情報取扱い安全管理措置並びに情
報セキュリティ対策」（別添●、別添●）を遵守するとともに、「個人情報保護及び情報セキュリティ
に関する情報」（別添●）にて、個人情報保護及び情報セキュリティにかかる管理体制等の報告
を行うこと。

別添資料12
「４．誓約事項」（2）

（2）個人情報及び特定個人情報等の保護 
法人として「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律」及び「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン
（事業者編）（平成26年12月11日特定個人情報保護委員会）」に
基づき、個人情報及び特定個人情報等を適切に管理できる体制を整えて
いること。 
本契約において、「個人番号関係事務」を委託することは想定していません
が、業務に関連して競争参加者が謝金等を支払う可能性も想定されるため、
そのような場合において、法令に基づく適切な管理ができる体制にあるのかを
確認させていただくことが趣旨です。

(2)個人情報等の保護及び情報セキュリティ対策の遵守 
契約締結後には、令和5年度版「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群」及びこ

れに準拠する機構内関連規程に基づき機構が定める「個人情報取扱い安全管理措置並びに情
報セキュリティ対策並びに情報セキュリティ対策方針」（別添●、別添●）を遵守するとともに、「個
人情報保護及び情報セキュリティに関する情報」（別添●）にて、個人情報保護及び情報セキュリ
ティにかかる管理体制等の報告を行うこと。 
本契約において、「個人番号関係事務」を委託することは想定していませんが、業務に関連して競

争参加者が謝金等を支払う可能性も想定されるため、そのような場合において、法令に基づく適切
な管理ができる体制にあるのかを確認させていただくことが趣旨です。

https://www.jica.go.jp/Resource/announce/manual/guideline/consultant/20220330.html
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６-3．コンサルタント等契約
関連ガイドライン/様式の変更点（その３）

（２）プロポーザル作成GL 様式１－１、１－２の修正

（３）ゼロ号打合簿の添付書類に「個人情報保護及び情報セキュリティに関する情報」を追加。

※ 業務実施契約（単独型）については、ゼロ号打合簿を締結しませんので、契約締結後速やかに監督職員に「個人
情報保護及び情報セキュリティに関する情報」を記入の上、提出ください。11、及び別添12の該当箇所を以下

修正箇所 修正前 修正後

誓約事項
（3）

（3）「行政手続における特定
の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律」に基づき、
個人情報及び特定個人情報
等を適切に管理できる体制を
整えている。

（3）令和5年度版「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群」
に基づき機構が定める「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ
対策」を遵守するとともに、「個人情報保護及び情報セキュリティに関する情報」
にて、個人情報保護及び情報セキュリティにかかる管理体制等の報告を行う
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６-4．コンサルタント等契約
関連ガイドライン/様式の変更点（その４）

（４）コンサルタント等契約における現地再委託

         ガイドラインへの追記

①「第2-3．現地再委託先の選定」に右の通り追記

、及び別添12の該当箇所を以下
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６-5．コンサルタント等契約
関連ガイドライン/様式の変更点（その５）

（４）コンサルタント等契約における現地再委託

ガイドラインへの追記

②「第2-４．現地再委託契約の締結とJICAへの報告」に

右の通り追記
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６-6．コンサルタント等契約
関連ガイドライン/様式の変更点（その６）

（５）コンサルタント契約業務従事月報への追記

①「個人情報保護及び情報セキュリティに関する情報」にて、書面にて履行状況の報告を選択した場合に当該内容が記載できるように文言を追記。

②発注者が提供する情報（個人情報を含む）を取り扱う再委託業務がある場合、再委託先が個人情報保護及び情報セキュリティ対策
が履行できる旨を確認済であることを報告できるように文言を追記（再委託業務がランプサム方式となっている場合のみ）

（実費精算契約） （ランプサム契約）

①添12の該当箇所を以下
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７. その他役務の提供等にかかる契約
関連様式の変更点

１．入札説明書（総合評価落札方式、最低価格落札方式）・企画競争説明書（企画競争）における修正
箇所

（１）情報保全案件の場合、「競争参加資格」として以下の項目を追加

契約締結後には、令和5年度版「政府機関の情報セキュリティ対策のための 統一基準群」及びこれに準拠する機構内関連
規程に基づき機構が定める「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策」（別添●、別添●）を遵守する
とともに、「個人情報保護及び情報セキュリティに関する情報」（別添●）にて、個人情報保護及び情報セキュリティに
かかる管理体制等の報告を行うこと。

（２）その他の案件の場合、「その他」欄に以下の項目を追加

契約締結後には、令和5年度版「政府機関の情報セキュリティ対策のための 統一基準群」及びこれに準拠する機構内関連
規程に基づき機構が定める「個人情報取扱い安全管理措置並びに情報セキュリティ対策」（別添●、別添●）を遵守する
とともに、「個人情報保護及び情報セキュリティに関する情報」（別添●）にて、個人情報保護及び情報セキュリティに
かかる管理体制等の報告を行うこと

（３）再委託を行う場合（再委託先が発注者が提供する情報（個人情報を含む。）を扱う場合）

再委託先の選定に係る打合簿において、「再委託先が情報セキュリティ・個人情報保護に係る対策を遵守できる体制であること」を確認した
旨を記載する。

（４）履行状況の確認

原則的に、各契約において定められる成果品又は提出物において、履行状況の報告をしていただくことを想定。
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８．質疑応答

以下のお問い合わせFormsより、随時お問い合わせも受け付けています。（2025年3月末まで）

https://forms.office.com/r/CjtFzDijpy

JICAホームページにも掲載予定です。

https://forms.office.com/r/CjtFzDijpy
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